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第 1 章 モニタリングの基本的な考え方について 
 

1-1 モニタリングガイドラインの背景と目的 

 洋上風力発電事業の実施に当たっては、環境への影響を回避・低減するため、事業者は環境影響
評価法（平成９年法律第 81 号）及び電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号。以下「環境
影響評価法等」という。）に基づき、環境影響評価手続を行うこととされている。 

 一方で、海域の風況、海流、水温等は年によっても、また、中・長期的にも変動するため、事業実施
による環境影響を予測する上で不確実性が伴う場合がある。加えて、洋上風力発電事業の実施に
よる環境影響に係る科学的知見は十分に蓄積されていないことから、あらかじめ環境影響の予測・評
価を十全に実施することが難しく、環境保全措置の効果の不確実性が高い項目もある。 

 このことを踏まえて、「風力発電事業に係る環境影響評価の在り方について（一次答申）」（令和
６年３月 中央環境審議会）において、洋上風力発電事業の環境影響に係る不確実性に対応
する観点から、事業者の事業実施や継続に係る予見可能性を確保しつつ、工事中及び稼働中にお
ける実際の環境影響を把握するためのモニタリングを実施することが重要であるとされた。 

 同答申では、モニタリングの実施によって環境影響に係る科学的知見の充実を図ることで、我が国全
体での洋上風力発電事業の環境負荷の低減と、事業実施の際に必要となる環境保全措置の最適
化を図り、将来的により環境に配慮した洋上風力発電事業の推進に資することが期待されるとしてい
る。 

 さらに、これらの取組を進めるために、海外の先進事例も含め、最新の科学的知見等を踏まえ、早急
に考え方を整理し、事業における予見可能性の確保と科学的知見に立脚した環境配慮を両立する
ための具体的な内容を取りまとめたガイドラインを公表することが適当とされた。 

 このような背景の下で、将来的に、より環境に配慮した洋上風力発電事業の推進に向け、有識者を
委員として構成する「洋上風力発電におけるモニタリング等に関する検討会」を令和 6 年度に設置し、
洋上風力発電事業の実施に伴う環境への影響をモニタリングすべき内容や、国と事業者の役割分担
を整理し、事業者が実施するモニタリングの具体的な項目や手法等について、ガイドラインとして取りま
とめた。 

 本ガイドラインは、事業者が洋上風力発電所の環境影響に係るモニタリングを実施する際に活用され
ることを目的としている。今後、海外の先進事例やモニタリングデータの蓄積に応じて、内容の見直し・
更新を行うこととする。 

 本ガイドラインは、最新の科学的知見をもとに一般的な洋上風力発電の事業特性を踏まえて取りま
とめているが、具体的な事業の環境影響評価においては、事業実施区域の近傍に鳥類の繁殖地や
藻場が存在する場合など、海域に応じて個別に配慮すべき事項が存在する場合がある。このため、
事業者は、モニタリングの実施にあたって、個別の海域の特性を踏まえるとともに、必要に応じて自らの
創意工夫も加えたより良いモニタリングを実施することが望まれる。 
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1-2 モニタリングの基本的な考え方 

【モニタリングの目的】 

 洋上風力発電事業においては、海流や水温といった自然環境の基盤となる要素が年によって大きく
変動し、さらに中・長期的な変化を伴うという海洋の環境特性があるほか、これまでの実績や科学的
知見が十分に蓄積されていないことから、事業実施前に行う環境影響評価では、事業の実施による
実際の環境影響を予測する上で、不確実性が大きい場合がある。 

 事業の実施による影響が不確実な場合に、たとえば生物多様性基本法において、事業の実施による
環境への影響を監視し、その結果について科学的な分析・検証を加え、必要に応じて政策や当該事
業に反映させる「順応的な取組」（本ページのコラム参照）により対応することとされている。 

 洋上風力発電事業においては、事業者は事業の実施に伴う環境影響に係る不確実性に対応する
観点から、工事中及び稼働中における実際の環境影響を把握するためのモニタリングを実施し、モニ
タリングの結果を踏まえて順応的な取組の考え方にしたがって、環境影響を回避・低減するための取
組を検討することが重要である。 

 また、モニタリングの実施によって環境影響に係る科学的知見の充実を図ることで、我が国全体での
洋上風力発電事業の環境負荷の低減と、事業実施の際に必要となる環境保全措置の最適化を
図り、将来的により環境に配慮した洋上風力発電事業の推進に資することが可能となる。 

 これらを踏まえ、洋上風力発電事業において、事業者は順応的な取組の実施により適正な環境配
慮を実現することを目的として、モニタリングを実施する。 

  

＜コラム：順応的な取組の考え方＞ 
●生物多様性基本法における順応的な取組    ●一般的な順応的な取組手法の例 

生物多様性基本法（平成 20 年 6 月 6 日
法律第 58 号）では、生物の生態系の仕組
み等が科学的に解明されていない事象が多
いこと及び一度損なわれた生物の多様性を
再生することが困難であることを踏まえ、科学
的知見の充実に努めつつ、生物の多様性を
保全する予防的な取組方法と併せて、事業
等の着手後においても生物の多様性の状況
を監視し、その監視の結果に科学的な評価
を加え、これを当該事業等に反映させる順応
的な取組方法により対応することとされてい
る。 
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【モニタリングの対象と実施主体】 

 事業の実施による環境影響を把握するためには、事業の実施前後における環境の状況を比較する
手法が一般的である。 

 実際に、国内外で従来行われてきた洋上風力発電事業の環境影響の把握においても、幅広に項
目を設定し、事業の実施の前後を比較する調査設計が基本的に採用されてきたが、一方で、海洋
環境は時間的・空間的に変動が大きく、また近年の気候変動による影響も激化している中で、洋上
風力発電事業による環境影響のみを抽出し把握することは困難な状況である。 

 また、基礎的な科学的知見の不足により、洋上風力発電事業の影響に関連する項目の長期的・広
域的な変動に関する情報や、環境への影響の程度に関する知見が乏しい項目も多く存在しているほ
か、調査手法が技術的に確立していない場合もある。 

 そこで、本ガイドラインは、事業者が行うモニタリングに関して、洋上風力発電に係る環境影響評価に
おける予測の不確実性が大きいと考えられる項目のうち、事業の実施に伴い海洋環境へ影響を及ぼ
す要因となる項目（インパクト）と、それに伴い影響を受ける項目（レスポンス）を対象とする。（詳
細は第２章で後述する。） 

 洋上風力発電事業の影響に関連する項目の長期的・広域的な変動に関する情報や、環境への影
響の程度に関する知見が乏しい項目の情報の把握等については、国が調査や研究を検討する。 

 たとえば、事業実施区域内において事業の実施により生じる騒音、水中音、水の濁り等のインパクト
のほか、事業実施区域内で生じるバードストライクや海生哺乳類の生息状況の変化（忌避や蝟集
など）等のレスポンスは、事業者が行うモニタリングの対象とする。なお、鳥類の渡りや海生哺乳類の
生息状況などの長期的・広域的な影響については事業者が行うモニタリングの対象外とする。 

 

＜事業者が行うモニタリング範囲のイメージ＞ 
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1-3 環境影響評価手続とモニタリングの位置づけ 
 洋上風力発電事業の実施に当たり、事業者は、環境影響評価法等に基づく環境影響評価準備書

（以下「準備書」という。）以降の手続により、事後調査の実施内容を決定する。また、事後調査の
結果を、環境影響評価法等における報告書（以下「事後調査報告書」という。）として公表する。 

 本ガイドラインで取り扱う事業者が行うモニタリングは、洋上風力発電所に係る環境影響評価におけ
る予測の不確実性の程度が大きいと考えられるものを対象としており、環境影響評価法における事後
調査の一環として位置づけられる。 

 事業者は、自らが実施するモニタリングについて、本ガイドラインを参考とし、準備書に事後調査の一
部としてその内容を記載するとともに、環境影響評価の結果を踏まえ、個別の事業ごとに事業特性及
び地域特性を踏まえた事後調査の内容を環境影響評価書（以下「評価書」という。）において確
定し、その結果については、事後調査報告書において公表する。 

また、順応的な取組の実施のため、事業者は、モニタリング結果について個別事業における環境影響の回
避・低減等に活用するとともに、モニタリングデータを国に提供し、国全体での洋上風力発電事業の環境
負荷の低減に向けて国がそれらのデータを一元的に管理し、分析することが重要である。（詳細は第３章
で後述する。） 

＜環境影響評価手続におけるモニタリングの位置づけ＞ 

 

＜コラム：事業者が事後調査報告書を公表する時期について＞ 
●環境影響評価法等において、対象事業に係る工事が完了した段階で事後調査報告書を作成すること

が基本とされている。加えて、主務省令により、必要に応じて発電所の稼働後においても、事後調査や環
境保全措置の結果等を公表することとしている。 

●モニタリング結果を取りまとめた事後調査報告書の公表を通じて、関係者との信頼関係の構築や社会的
合意形成を促進していくことは非常に重要である。したがって、洋上風力発電所の環境影響に関する懸
念に対応する観点から、事後調査報告書を公表する時期は、工事が完了した段階に加えて、稼働後の
段階にも柔軟に設定することが望ましい。 
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1-4 順応的な取組の進め方 

 我が国における洋上風力発電事業の実施に当たっては、国が事前に区域を指定し、当該区域内で
事業を実施していく枠組み（※）としている。当該区域内において洋上風力発電事業を実施する
事業者により、個別事業の環境影響評価が実施され、環境影響評価やその他の手続が完了したと
ころで工事が実施され、工事が完了し、発電所が稼働する流れとなる。 

※都道府県条例に基づく海域の占用許可を受けて実施する洋上風力発電事業については、事業者が任意に区域を設定
している。 

 洋上風力発電事業において適正な環境配慮を実現するために行う順応的な取組には、事業者が
行うもの（モニタリング結果の個別事業における活用）と国が行うもの（環境影響評価制度も含む
洋上風力政策への活用）がある。 

 まず、事業者は、それぞれの個別事業において、工事中及び稼働中のモニタリングを実施する。 

 事業者は、モニタリングの結果を踏まえて、重大な環境影響が明らかになった場合には、環境影響を
低減させるための「①個別事業における活用（追加的な環境保全措置等）」を検討する。 

 また、モニタリング結果を活用し、洋上風力発電事業の環境影響に関する科学的知見を拡充させ、
より適正に後続事業の環境配慮を確保していくためには、国がそのデータを収集し、一元的に管理し、
分析することが必要である。 

 モニタリングデータは、国が分析することにより、環境影響評価の合理化・精度向上、モニタリングガイド
ラインの見直し等により「②環境影響評価に活用」するとともに、データが蓄積されたところで、将来的
に立地に係る適正で合理的な環境への配慮を確保することで「③洋上風力政策に活用」していくこと
を目指す。 

 さらに、事業者が公表する事後調査報告書や、国が実施するモニタリングデータの分析を通じて、洋
上風力発電事業による実際の環境影響等を明らかにすることで、社会全体での洋上風力発電事業
に係る「④環境影響への理解醸成」を進めていく。 

 なお、国が行う順応的な取組は、個別事業における事業者が行うモニタリングのほか、国が行う調査
や研究の結果等の知見・情報の蓄積を踏まえ、中・長期的に洋上風力政策にフィードバックしていく。 

 

  



 

6 

 

＜事業者が行うモニタリングを活用した順応的な取組のフロー図＞ 
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第 2 章 モニタリングの項目及び手法について 
 

2-1 モニタリングの項目 
 事業者が行うモニタリングは、洋上風力発電所に係る環境影響評価における予測の不確実性の程度が

大きいと考えられるもののうち、事業の実施に当たり、事業実施区域の海洋環境へ影響を及ぼす要因と
なるインパクトをモニタリングするものと、それに伴い影響を受けるレスポンスをモニタリングするものに区分
される。 

ア 要因モニタリング：影響の要因となるデータを取得するモニタリング 

イ 影響モニタリング：影響のデータを取得するモニタリング 

 モニタリングには、直接的に含まれないが、モニタリングデータを分析するために必要となる基礎データを合
わせて取得することが必要である。 

ウ 基礎データ：モニタリング調査の結果を分析する上で必要となるデータ 

＜洋上風力発電における事業者が行うモニタリングの対象となりうる項目＞ 

 

 本ガイドラインは、事業者が行うモニタリングの対象として、工事や稼働に伴い直接的に相当程度の環境
影響が生じることが予想され、事前の環境影響評価において予測の不確実性が高いと考えられる以下
の７項目を定めた。 
ア 要因モニタリング： 

1．工事中の騒音（打設音）の伝搬状況 
2．工事中の水中音の伝搬状況 
3．工事中の水の濁りの拡散状況 
4．稼働中の水中音の伝搬状況 

イ 影響モニタリング： 
5．稼働中のバード・バットストライクの発生状況 
6．工事中及び稼働中の事業サイトの海生哺乳類の生息状況の変化 
7．稼働中の風力発電設備への付着生物等の状況  
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（参考）事業者が行うモニタリングの項目の選定と役割分担の考え方 
 モニタリングの実施者（国と事業者の役割分担）について、国内外の先行する事例や科学的知見に基

づき、事業者がモニタリングを実施する妥当性や合理性を踏まえ、以下の表のとおり考え方を整理した。 

 整理した考え方に基づき、一般的な洋上風力発電の事業特性に照らして、工事や稼働に伴い直接的
に相当程度の影響が生じることが予想され、さらに事前の環境影響評価において予測の不確実性が高
いと考えられる具体的な項目について、７つを選定する。 

 洋上風力発電事業の影響に関連する項目の長期的・広域的な変動に関する情報や、工事や稼働に
伴い影響が想定されるものの、環境への影響の程度に関する知見が乏しい項目の情報については、国
が調査や研究を検討する。 

 

モニタリング対象等の分類 役割分担 
ア 
要因モニタリング 

工事中に、工事工程と密接に関連するもの 事業者 
稼働中に、要因の発生の程度が風向・風速等により変動
するもの 
上記以外で、イ 影響モニタリングと密接に関連するもの イ 影響モニタリングの実施者 

イ 
影響モニタリング 

風力発電設備等の工事中及び稼働中において、国内外
の先行事例や科学的知見に照らし、直接的に相当程度
の影響を生じることが予想されるもの 

原則、事業者 
ただし実行可能なモニタリング手
法が確立していない場合は、技
術実証の観点から国が実施 

影響が想定されるものの、知見が乏しい等により影響の程
度が明らかではないもの 

国 

他の目的において事業者により同様の情報収集が行われ
るもの 

事業者（行われる場合） 

ウ 
基礎データ 

事業を行う上で取得するもの 事業者 
他の目的において事業者により同様の情報収集が行われ
るもの 

事業者（行われる場合） 

上記以外で、必要となるもの 国 
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2-2 モニタリングの手法 

 ７つのモニタリング項目について、モニタリングを実施する手法は、対象とする工事・設備や、調査の目
的を踏まえて設計することが重要であり、以下の観点から取りまとめた。 

 これらのモニタリングの手法については、調査設計の考え方を取りまとめたものであり、これらを参考にし
つつ、実際には個別の事業ごとに環境影響評価の結果を踏まえ、事業特性及び地域特性を考慮
し、範囲・地点、期間・頻度等を検討する必要がある。 

 本ガイドラインに記載した目的を達成するために必要な情報が得られる場合には、本ガイドラインに記
載された手法以外を用いることを妨げない。 

 また、モニタリングの実施に当たり、たとえば四季調査を基本としている項目において海況の荒れやすい
冬期など現地調査の実施が難しい場合など、本ガイドラインに記載された手法の適用が困難な場合
には、海域の特性を考慮しつつ、事業者の創意工夫により、当該項目に係るモニタリングの目的を踏
まえた最適な調査手法を検討する必要がある。 

 

  

事項 記載内容 
対象とする 
工事・設備 

事業者が行うモニタリングの項目について、国内外の先行事例を参考とし、モニ
タリングの対象とする工事や設備と、その考え方を整理した。 

目的 モニタリングを実施するに当たって念頭におくべき目的や考え方を整理した。 
調査方法 国内外の事後調査等の事例を参考とし、想定されるモニタリングの調査方法を

整理した。 
範囲・地点 国内外の事後調査等の事例を参考とし、想定されるモニタリングの適切な調査

範囲・測点の密度等について整理した。 
期間・頻度 国内外の事後調査等の事例を参考とし、想定されるモニタリングの適切な期間

や頻度について整理した。 
必要となる 
基礎データ 

そのモニタリングの項目の調査結果を分析する上で必要となると考えられる基礎
データを理由とともに整理した。 

浮体式での 
考え方 

モニタリングの手法は、現在主に取組が進められている着床式を想定して整理し
ているが、今後普及拡大が見込まれる浮体式の場合についても、考え方を整理
した。 

留意事項 モニタリングを行うに当たって、技術的な観点から留意すべき事項等を整理した。 
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１．工事中の騒音（打設音）の伝搬状況 
対象とする 
工事・設備 

 モノパイル式の基礎では、打撃工法によるモノパイルの杭打ちを行う場合に、大きな打設音が発生す
ることから、これを対象とする。 
 ジャケット式の基礎では、基礎構造の海底面に鋼管杭で固定する方式を採用し、かつ海面より高い
位置で打撃工法による杭打ちを行う場合に、大きな打設音が発生することから、これを対象とする。 
 その他の工事は、従来の港湾工事や埋立工事等において類似の工事による情報が参照できること、
打撃工法による杭打ち工事（以下「杭打ち工事」とする。）と比較して発生する騒音が相対的に小
さいことから原則としてモニタリングの対象としない。 

目的  杭打ち工事に採用する建設機械については、発生する騒音の大きさ（発生源のパワーレベル）に関
する情報が不十分であるため、これを把握する。 
 杭打ち工事による打設音は広域に到達することから、住宅地等の保全対象に到達する騒音レベル
を把握する。 

調査方法  杭打ち工事による打設音は、継続時間が極めて短い「衝撃騒音（impulsive noise）」に分類さ
れる。このため、騒音計を用いて JIS Z 8731 に定める「特定建設作業に伴って発生する騒音の測
定方法」に基づいて測定する。 
 住宅地等の保全対象において、打設音が「特定騒音（specific noise）」として音響的に明確に
識別できる場合には、打設音のピーク音圧レベルを測定する。また、建設作業騒音の規制基準や環
境基準を参考として比較できるよう、時間率騒音レベルや等価騒音レベルが算出できるように測定す
る。 

範囲・地点  距離減衰から発生源のパワーレベルを逆算できるように測定する必要があるため、杭打ち機の付近
（SEP 船上で発生源からの距離が特定できる地点等）に加え、距離減衰が把握できる地点（沿
岸で杭打ち機からの距離が特定できる地点）の、最低２地点で同時に測定する。 
 生活環境への影響を確認するため、打設箇所の最寄りの住宅や配慮が必要な施設（学校、病院
等）で測定する。 

期間・頻度  杭打ち工事の期間中に測定する（夜間も実施する場合は夜間も測定する）。 
 杭打ち機の発生源のパワーレベルを算出するに当たっては、「建設機械の騒音及び振動の測定値の
測定方法」（平成９年、建設省告示第 1537 号）を参考に、３回以上の測定結果を比較できる
ように測定する。 
 杭打ち地点によって海底地質が大きく異なる場合には、発生源のパワーレベルの測定及び住宅地等
の騒音レベルの測定とともに、海底地質の状況に応じてそれぞれ測定する。 

必要となる 
基礎データ 

 杭打ち地点の水深及び海底地質 
 杭打ち工事の全体工程表（工事スケジュール）、建設機械の諸元（機種、出力、規模打設間隔
等）、杭（モノパイル・鋼管）の直径・材質等の諸元 
 風向・風速、気温・湿度等の気象の情報、波浪等の海象の情報（施工管理や安全管理等のため
に取得した情報の活用を想定する） 
 環境保全措置の実施内容とその諸元 

浮体式での 
考え方 

 浮体式では、海上における杭打ち工事は想定されない。 

留意事項  杭打ち工事は、SEP 船（自己昇降式作業船）等により、１基ごとに順次作業が行われることを想
定している。 
 杭打ち機を使用する作業は騒音規制法の特定建設作業に該当するが、海域では適用されない。 
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（参考）洋上風力発電設備の各部名称及び形式 

 
出典：洋上風力発電設備の施工に関する審査の指針 令和 2 年 3 月版（洋上風力発電施設検討委員会，2020）

https://www.mlit.go.jp/common/001225136.pdf 
 

（参考）騒音の種類について 

 
出典：道路交通騒音対策の参考資料（国土技術政策総合研究所，2014）「付属資料 A1 騒音の基礎知識」より引用 

https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0806.html 
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２．工事中の水中音の伝搬状況 
対象とする 
工事・設備 

 モノパイル式の基礎におけるモノパイルの杭打ち工事、ジャケット式の基礎における鋼管杭の杭打ち工
事の場合に、大きな水中音（打設音）が発生することから、これを対象とする。 
 海底の整地、基礎等の設置工事、根固め・洗掘防止工、マウンド造成等の工事は、杭打ち工事の打
設音と比較して発生する水中音が相対的に小さいことから、原則としてモニタリングの対象としない。 

目的  杭打ち工事に採用する建設機械については、機器ごとに発生する水中音の大きさ（発生源のパワー
レベル）に関する情報が不十分であるため、これを把握する。 

調査方法  可搬式の水中マイクロホンを船舶から垂下して、周波数別の音圧レベルを測定する。水中音の測定方
法については、国際的な検討状況等を踏まえて取りまとめられた「海中音の計測手法・評価手法のガ
イダンス」（海洋音響学会，2021 年）を参考とする。 

範囲・地点  水中音は、海域の水深の変化に応じて伝搬特性が異なることから、①深くなる沖合方向、②浅くなる
沿岸方向、③等深線に沿った方向の３方向に測線を設定し、少なくとも２地点で同時に音圧レベル
を測定し、距離減衰から発生源のパワーレベルを算出する。 
 水中音の音圧レベルは発生源からの距離が２倍になるごとに一定のレベルで減衰するため、測定地点
はこれを踏まえた距離に設定する。具体的には欧州における水中音の測定の基準距離となっている
750m を基本として、以下の６点とする。 
188m（1/4）、375m（1/2）、750m（欧州の測定基準）、1.5km（２倍）、３km（４
倍）、最大６km（８倍）。 
 測定水深は発生源より沿岸側では 1/2 水深、沖合側では発生源の音響中心の水深とする（モノパ
イルの場合、水深の 1/2 となる）。 
 杭打ちに伴う水中音の伝搬特性（打設音）は海底地質により大きく変化するため、施工範囲におい
て海底地質の特性が大きく異なる場合には、それぞれ代表的な海底地質の施工箇所を選定して実
施する。 

期間・頻度  杭打ち工事の期間中に測定する。 
 録音時間は各測定地点で３分以上とし、水中音の発生状況が把握できる測定時間を杭打ちのタイ
ミングに応じて設定する。 
 測定回数は、選定した施工箇所でそれぞれ１回とする。 

必要となる 
基礎データ 

 杭打ち地点の水深及び海底地質 
 杭打ちの頻度（打設の時間間隔）、モノパイル当たりの杭打ち回数 
 杭打ち工事の全体工程表（工事スケジュール）、建設機械の諸元（機種、出力、規模、打設間隔
等）、杭（モノパイル・鋼管）の直径・材質等の諸元 
 風向・風速等の気象の情報、波浪等の海象の情報（施工管理や安全管理等のために取得した情
報活用を想定する） 
 環境保全措置の実施内容とその諸元 

浮体式での 
考え方 

 浮体式では、海底の杭に係留する等により杭打ち工事が行われる場合には、上記を基本としてモニタリ
ングを実施する。 

留意事項  水中マイクロホン及び録音装置は、10Hz から１kHz の低周波音が記録できる仕様のものを用いる。 
 水中マイクロホンは感度校正されているものとする。 
 水温と塩分が一様でない場合、水中音の伝搬の媒質となる海水中の音速が変化し、伝搬特性が変
化する。ただし数 km 程度で鉛直方向の水温・塩分がほとんど変わらない場合、媒質の変化について
は考慮しなくともよい。 
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（参考）主な洋上風力発電設備の基礎形式 

 
出典：令和４年度版 国土交通白書（国土交通省，2022）「図表Ⅰ-2-2-5 主な洋上風力発電設備の形式とその特徴」

より一部引用 

浮体式の主なアンカータイプ 

 
出典：Floating Offshore Wind: Market and Technology Review Prepared for the Scottish Government

（The Carbon Trust，2015） 
 

（参考）工事中の水中音の伝搬状況の測定イメージ 

 
出典：「海中音の計測手法・評価手法のガイダンス」（海洋音響学会，2021 年）  
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３．工事中の水の濁りの拡散状況 
対象とする 
工事・設備 

 海底送電ケーブルの埋設工事において、トレンチャーやウォータージェット等の建設機械を用いて海
底を掘削する工事をモニタリングの対象とする。 
 海底の整地、基礎等の設置工事、根固め・洗掘防止工、マウンド造成等の工事は、海底送電ケ
ーブルの埋設工事と比較して、水の濁りの発生が相対的に小さいことから、原則としてモニタリングの
対象としない。 

目的  海底送電ケーブルの埋設工事に使用する建設機械については、発生する水の濁りの程度に関する
情報が不十分であるため、これを把握する。 

調査方法  海底送電ケーブルの埋設工事に当たり、敷設する箇所に設置型の濁度計（濁度が測定できる多
項目水質計を含む）を設置し、継続的に測定することを基本とする。 
 なお、測定位置や測定頻度に柔軟に対応できる可搬式の濁度計を用いて、設置型と同様の情報
が得られるモニタリング手法を適用できる場合には、それも可能とする。 
 水の濁りは、発生時の流向・流速に応じて拡散することから、濁度の測定と同時に流速計を設置
し、流向・流速を測定する。 
 濁度計で測定した濁度の値を浮遊物質量（SS）の値に換算するために、船舶から採水器を用
いて採取した試料を分析して求めた浮遊物質量の値を用いて、浮遊物質量と濁度の換算式を作
成する。 

範囲・地点  濁りの発生量は底質により大きく変化するため、施工範囲において底質の特性が大きく異なる場合
には、それぞれ代表的な底質の場所で行う施工を対象として測定する。 
 濁度の測定地点は、埋設工事の施工位置の近傍で、埋設工事の時間帯の潮時（流向）をあら
かじめ確認し、濁りの流下方向を施工前に特定できない場合は、ケーブル埋設ラインの両側に２地
点ずつ、測定地点を設定することを基本とする。なお、事前に濁りの流下方向が特定できる場合に
は、流下方向に２地点設定する。 
 流向・流速の測定地点は、施工範囲を代表する１地点とする。 
 測定地点数や施工位置から測定地点の距離は、事前の環境影響評価における予測結果を参考
に、また施工管理上求められる安全な離隔距離を考慮して設定する。 
 濁度及び流向・流速の測定深度は海底直上１m とする。 

期間・頻度  海底送電ケーブル埋設工事の期間中に測定する。 
 調査対象となる施工範囲を踏まえ設定した測定地点において、施工開始から施工完了までの経
時変化が確認できる頻度を設定して測定する。 
 １日の潮時（流向）の変化、濁りの発生時間やピークを考慮して測定する。 

必要となる 
基礎データ 

 埋設工事の施工位置の水深及び海底の底質（粒度組成などの性状）（事前の環境調査で得
られた情報の活用を想定する） 
 埋設工事の全体工程表（工事スケジュール）、海底送電ケーブルの諸元（ケーブル径、材質）
及び建設機械の諸元（出力、規模） 
 施工位置と測定地点の位置関係（距離、方角） 
 測定時刻と潮時 
 環境保全措置の実施内容とその諸元 

浮体式での 
考え方 

 浮体式では、海底送電ケーブル埋設工事を実施する場合、上記を基本としてモニタリングを実施す
る。 

留意事項  使用する濁度計は現場の濁度（SS）に応じたレンジが測定可能な機器を使用する。 
 採水時や測定時に採水・測定機器により海底の泥を舞い上げないように注意する。 
 底質の特性が大きく異なる地点で測定する場合には、それぞれの地点で浮遊物質量と濁度の換
算式を作成する。 
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（参考）水の濁りの測定地点設定のイメージ 
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（参考）海底送電ケーブルの埋設工事に用いられる建設機械の例 

 

 

 

  

出典：Review of Cabling Techniques and 
Environmental Effects Applicable to the 
Offshore Wind Farm Industry 
（Department for Business, Enterprise 
and Regulatory Reform,2008） 

 

出典：Engineering Technology Applications Ltd.HP 
https://eta-ltd.com/jetting-sleds-for-
subsea-power-cable-laying/ 
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４．稼働中の水中音の伝搬状況 
対象とする 
工事・設備 

 風力発電設備（タワー上に設置されたナセル内に発電機、増速機等が設置された構造の風力
発電設備）を対象とする。 

目的  風力発電設備の機種ごとに発生する水中音の大きさ（発生源のパワーレベル）や周波数特性
に関する情報が不十分であるため、単体の風力発電設備から発生する水中音の特性を把握す
る。 

調査方法  設置型の水中マイクロホンを用いた定点調査により、周波数別の音圧レベルを測定する。水中音
の測定方法については、国際的な検討状況等を踏まえて取りまとめられた「海中音の計測手法・
評価手法のガイダンス」（海洋音響学会，2021 年）を参考とする。 

範囲・地点  稼働中の風力発電設備から発生する水中音の状況を把握するため、周囲の他の風力発電設
備やその他の音源の影響を受けにくい風力発電設備を選定して、風力発電設備からの距離に応
じて測定地点を設定する。 
 水中音の音圧レベルは発生源からの距離が２倍になるごとに一定のレベルで減衰するため、測定
地点はこれを踏まえた距離に設定する。具体的には欧州における水中音の測定の基準距離とな
っている 750m を基本として、以下の３点とする。 
188m（1/4）、375m（1/2）、750m（欧州の測定基準） 
 測定地点は、原則として水中音の減衰が少ない沖合方向に設定する。 
 測定水深は発生源より沿岸側では 1/2 水深、沖合側では発生源の水深の 1/2 とする。 

期間・頻度  風力発電設備が定常的に稼働している期間に測定する。 
 潮流の周期による海象の変化とそれに伴う背景音等の変化が想定されるため、15 日間の連続
観測とする。 
 季節的な海象の変化とそれに伴う背景音等の変化が想定されるため、４季に測定する。 
 風力発電設備から発生する水中音は、大きな年変動は想定されないため、モニタリング期間は稼
働後１年間とする。 

必要となる 
基礎データ 

 洋上風力発電設備の稼働状況 
 風向・風速等の気象の情報、潮流、波浪等の海象の情報（施設管理等のために取得した情
報の活用を想定する） 

浮体式での 
考え方 

 浮体式においても、着床式と同様に稼働による水中音は発生するため、上記を基本としてモニタリ
ングを実施する。ただし、水深によって設置型の水中マイクロホンを用いた定点調査が困難な場合
も想定されるため、その場合は、「工事中の水中音の伝搬状況」と同様の手法とし、可搬式の水
中マイクロホンを船舶から垂下して、周波数別の音圧レベルを測定する。 

留意事項  稼働中に発生する水中音は、背景音と併せて測定することになるため、周波数別の音圧レベルか
ら風車の稼働音を特定できるように工夫する必要がある。 
 事業実施前に測定した背景音と比較することも可能であるが、背景音は、測定時期や気象・海
象等の条件によって大きく変動することに留意する必要がある。 

 

  



 

18 

 

（参考）稼働中の水中音の周波数別の測定結果の例 

 
出典：着床式洋上風力発電の環境影響評価手法に関する基礎資料（最終版）（国立研究開発法人 新エネルギー・産

業技術総合開発機構，2018）から作成 
 

なお、上記の例では風車停止時の測定結果も反映されているが、あくまで参考事例であり、モニタリングに
おいて停止時の水中音を取る必要はない。 
 

（参考）洋上風力発電設備から発生する水中音の把握 

 
出典：平成 28 年度 洋上風力発電所の環境影響に係る調査検討委託業務 報告書（環境省，2018）から作成 
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５．稼働中のバード・バットストライクの発生状況 
対象とする 
工事・設備 

 回転するブレードを備えた風力発電設備をバード・バットストライクの調査の対象とする。 

目的  バード・バットストライクに関する予測手法の不確実性が大きいため、その実態を把握する。 
調査方法  風力発電設備にカメラ（光学カメラ及び赤外線カメラ）を設置し、鳥類やコウモリ類のブレードへ

の接近・接触を映像で記録し、確認する。 
 記録したカメラの映像では、接近・接触した鳥類やコウモリ類の種を特定することは困難であるた
め、これを補完する情報を取得するために、鳥類の鳴音を記録するマイクロホン、コウモリ類の鳴音
を記録する超音波録音機等を併せて設置する。 
 映像や音声を記録する機材は、記録項目が把握可能な性能（解像度、音域）を有する機器
を使用する。 

範囲・地点  観測機器を設置する風力発電設備は、事業実施区域の端部に位置する風力発電設備から選
定する。 
 観測機器を設置する風力発電設備の位置は、事前の環境影響評価の調査結果等を参考に、
主要な移動経路（鳥類の生息地や渡りルート等の位置関係）に着目して、衝突リスクが高いと
推定される方角の風力発電設備とする。 
 当該海域に生息する鳥類の特性を踏まえて、カメラを設置する風力発電設備ごとに、回転するブ
レードの大部分が撮影できる画角を確保できるようにカメラを設置する。 

期間・頻度  映像や音声を記録する機材による観測は、通年にわたり、昼夜連続して行う。 
 海域に生息し又は利用する鳥類やコウモリ類が、新たに洋上風力発電所が出現した空間に適応
するには一定の期間が必要と考えられ、洋上風力発電所の稼働後の１年目と比較して、順次、
順応していくと考えられる。また、海外の事例も参考とし、モニタリング期間は稼働後３年間とす
る。 

必要となる 
基礎データ 

 バード・バットストライクが生じたときの洋上風力発電設備の稼働状況（風車の向いている方向
等） 
 風向・風速や天候（視程）等の気象の情報、波浪等の海象の情報（施設管理等のために取
得した情報の活用を想定する） 

浮体式での 
考え方 

 浮体式においても、同様の手法を基本とする。 

留意事項  風力発電設備に観測機器を設置する際には、設計段階から施工計画に反映し、運搬方法、
電源や通信の確保、メンテナンス方法等を事前に調整する必要がある。 
 点検等の機会に、墜落した個体の死骸や痕跡を確認・回収することに努め、確認・回収すること
ができた場合には、DNA 分析の活用を含めて可能な限り種を判別するとともに、死因を分析して
記録する。 
 超音波録音機については、コウモリ類の鳴き声の周波数帯（10～110kHz）が録音可能な機
種とする。なお、国内における先行事例等での録音設定条件を参考に、各海域におけるコウモリ
類の生息状況に応じて、録音条件を設定する。 
 バードストライクの監視システムは、カメラと画像検知ロジックのセットで運用される例が多い。 

  



 

20 

 

（参考）バードストライク監視システムのカメラの諸元の例 

 
※：網掛けは HP 等で情報が確認できない項目を示す 
出典：Review of seabird monitoring technologies for offshore wind farms（ORJIP Offshore Wind，

2022）他 より作成 

 

（参考）モニタリングカメラの設置例及び撮影例 

 
 

 

出典：ORJIP Bird Collision Avoidance Study 
Final Report – April 2018（The Carbon 
trust，2018） 

 

出典：着床式洋上風力発電の環境影響評価手法に関
する基礎資料（最終版）（国立研究開発法人 
新エネルギー・産業技術総合開発機構，2018） 
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（参考）観測機器を設置する風力発電設備のイメージ 

 
 ※ 事業実施区域に近接する鳥類の集結地や主要な移動経路に関する情報は、環境影響評価の調

査結果等を参照する。 
 

（参考）海外のモニタリング期間 
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６．工事中及び稼働中の事業サイトの海生哺乳類の生息状況の変化 
対象とする 
工事・設備 

 工事中は、杭打ち工事に伴って特に大きな水中音が発生することから、この期間の海生哺乳
類の生息状況を調査の対象とする。 
 稼働中は、風力発電設備の稼働に伴う水中音の発生が想定されるため、この期間の海生哺
乳類の生息状況を調査の対象とする。 

目的  水中音が発生している状況における海生哺乳類の生息状況の変化に関する予測手法が確
立されていないため、その実態を把握する。 

調査方法  設置型の受動的音響探知機を用いた定点調査により、海生哺乳類の出現状況を把握す
る。 

範囲・地点  事業実施区域内において、事前の環境影響評価の調査結果等を参考に、調査地点を設
定する。 
 沿岸性の海生哺乳類（スナメリなど）の生息が想定される海域では、沿岸と沖合の日周行
動を把握できるように沿岸側と沖合側に調査地点を設定する。 
 沖合に生息する海生哺乳類の出現が想定される海域では、可能な範囲で事業実施区域の
沖合にも調査地点を設定する。 
 受動的音響探知機は、調査点の水深の約 1/2 の位置に設置する。 

期間・頻度  工事中は、杭打ち工事の実施期間とする。 
 稼働中は、風力発電設備が定常的に稼働している期間とする。生息状況の季節的な変化
が想定されるため、４季に実施し、潮流の周期による海象の変化が想定されるため、各季 15
日間の連続観測とする。 
 海域に生息又は利用する海生哺乳類が、新たに洋上風力発電所が出現した空間に順応す
るには一定の期間を要すると考えられることから、モニタリング期間は稼働後３年間とする。 

必要となる 
基礎データ 

 杭打ち地点の水深及び海底地質 
 杭打ち工事の全体工程表（工事スケジュール） 
 風向・風速等の気象の情報、潮流、波浪等の海象の情報（施工管理や安全管理、施設
管理等のために取得した情報の活用を想定する） 

浮体式での 
考え方 

 工事中は、浮体式では、海底の杭に係留する等の杭打ち工事を行う場合には、上記を基本
としてモニタリングを実施する。 
 稼働中は、同様な手法として、浮体から受動的音響探知機を垂下し、海生哺乳類の生息
状況を把握する。設置水深は水面下 20～30m 程度とする。 

留意事項  受動的音響探知機は、海生哺乳類の鳴音を対象とした超音波ハイドロホンを２つ搭載した
機種とする。 
 海外事例では、稼働後に海生哺乳類が洋上風力発電所の周辺に戻ってくる事例や、集まっ
てくる事例も報告されている。 
 事前の環境調査の結果等により、事業サイト及びその周辺海域に海生哺乳類の生息が明ら
かに確認されない場合には、モニタリングは必ずしも実施する必要はない。 
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（参考）海生哺乳類の生息状況の調査イメージ

 
出典：令和４年度洋上風力発電に係る環境影響評価のための環境調査（山形県遊佐町沖）委託業務報告書（環境

省，2022）より作成 
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７．稼働中の風力発電設備への付着生物等の状況 
対象とする 
工事・設備 

 風力発電設備の基礎構造部、根固め・洗掘防止材・マウンド等の海底施工部及びその周囲を
調査の対象とする。 

目的  海域に新たな生息の場が出現することによる、水中構造物に付着・蝟集する海生生物の生息状
況の変化に関する予測手法が確立されていないため、その実態を把握する。 

調査方法  付着生物や海生生物の生息の場としての機能の変化を捉えるために一定の範囲を調査すること
が必要であることから、潜水目視観察又は遠隔操作型無人潜水機（ROV）による撮影によ
り、画像・映像を記録する。 
 併せて、海底付近における潜水目視観察や撮影は調査時間や調査頻度に制約があることから、
調査時間帯による生物相の変化を連続的に捉えることが可能な水中設置型の機材による撮影
により、画像・映像を記録する。 

範囲・地点  風力発電設備の基礎構造部（モノパイル、ジャケット等）、根固め・洗掘防止材・マウンド等の
海底施工部及びその周囲（構造物の影響が及ばないと考えられる範囲）とする。 
 海生生物の生息の場としての機能は、底質や沿岸部（岩礁）との距離等により大きく変化する
ため、事業実施区域内において底質の特性等が大きく異なる場合には、それぞれ代表的な底質
の場所で設置されている風力発電設備を対象としてモニタリングする。 
 構造物の種類等に応じて、代表する付着基盤ごとにトランセクトラインを設定する。 
 トランセクトラインは、モニタリング期間の変化を継続的・定量的に捉えられるよう、定点で設定す
る。 

期間・頻度  生物の季節的な出現状況を把握するため、４季に実施する。 
 潜水目視観察又は遠隔操作型無人潜水機（ROV）による撮影は、各季に１回とする。 
 水中設置型の機材による撮影は、潮流の周期による生息状況の変化が想定されるため、各季
15 日間の観測とする（タイムラプス機能により日の出～日の入りまでの出現状況の変化も捉えら
れるため、１日複数回記録することが望ましい）。 
 既往研究により新たに設置した水中構造物に生物が定着するまでおおむね３年程度かかるとさ
れており、また海外事例を参考として、モニタリング期間は稼働後３年間とする。 

必要となる 
基礎データ 

 風力発電設備の基礎、根固め・洗掘防止材・マウンド等の構造や材質 

浮体式での 
考え方 

 浮体式では、基本的に浮体構造物を対象とする。係留のための人工物周辺（アンカー等）につ
いては、水深によりモニタリング手法が限定されることを考慮する。 

留意事項  構造物の設置直後の初回調査における生物相や生物量（被度・群度）からの変化を整理す
る。 
 風力発電設備からの距離に応じて調査し、空間的な変化（勾配）を確認することで事業による
影響を評価する。 
 海洋構造物への付着生物は設備の維持管理のために防除対策が行われる場合があることに留
意する。必要に応じ、防除対策の状況を含めて生物相等の変化を整理する。 
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（参考）稼働中の風力発電設備への付着生物等の調査等イメージ 

 
 

 

（参考）トランセクトラインの設定のイメージ 

 

  

出典：U.S. Offshore Wind Synthesis of 
Environmental Effects Research
（Department of energy，2023） 

 

出典：着床式洋上風力発電の環境影響評価手法に関
する基礎資料（最終版）（国立研究開発法人 
新エネルギー・産業技術総合開発機構，2018）
より作成 
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第３章 モニタリングデータの取扱いについて 
 

3-1 モニタリングデータの活用 
【事業者によるモニタリングデータの活用】 

 事業者は、本ガイドラインに基づき、事後調査の一環として必要なモニタリングを実施する。 

 事業者は、発電所アセス省令（※）にしたがい、環境影響評価の段階から、モニタリングの手法や、
モニタリングの結果により環境影響の程度が著しいことが明らかとなった場合の対応の方針、結果の公
表の方法等を事前にできる限り明らかにする。 

※「発電所の設置又は変更の工事の事業に係る計画段階配慮事項の選定並びに当該計画段階配慮事項に係る調査、
予測及び評価の手法に関する指針、環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行う
ための手法を選定するための指針並びに環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令」（平成 10 年通商産業
省令第 54 号）を指す。 

 事業者は、実施したモニタリングの結果について、必要により専門家へ相談し指導・助言を受ける等、
科学的かつ客観的な検討を実施する。検討の結果、重大な環境影響が生じていると判断された場
合には、追加的な環境保全措置を検討することが必要である。なお、重大な環境影響が生じている
場合には、早期にそれを把握し、対応を検討することが重要であり、モニタリング結果の検討を行う時
期・頻度についてはその趣旨を踏まえ、柔軟に設定することが望ましい。 

＜個別事業におけるモニタリング結果の活用フロー＞ 

 

 
 事業の予見可能性の確保の観点から、モニタリングの結果によって環境影響の程度が著しいことが明

らかとなった場合の対応の方針について、事業者はあらかじめ想定しておくことが望ましい。一方で、洋
上風力発電の導入が進んでいる海外の事例では、環境保全措置を講ずる際の目安となる指標等の
設定に関しては、モニタリングによるファクト等の積み重ねを踏まえて取り組んでいることから、我が国に
おいてもモニタリングデータや科学的知見等の蓄積が必要である。 

 国は、今後、蓄積されたモニタリングデータの分析及び国内外の事例、科学的知見の収集等を通じ
て、追加的な環境保全措置を取るべき指標・重大な影響が生じたと判断する定量的な閾値等を検
討し、モニタリングの結果によってどのような対応を取るべきかを将来的にモニタリングガイドラインにおい
て示すことを目指す。  
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＜コラム：モニタリングの項目と対応する環境保全措置の例＞ 
海外事例や最新の知見を基に、モニタリングの項目において講じ得る環境保全措置の例について整理した。 
なお、モニタリングの結果により環境影響の程度が著しいことが明らかとなった場合の対応の方針について、 
事前の環境影響評価の段階で検討しておくことが重要である。 
 

モニタリングの項目 環境保全措置の例 
工事中の騒音（打設音）の伝搬状況 ・ハンマーヘッドへの防音装置の設置 

・生活環境に配慮した工事時間帯の調整 
工事中の水中音の伝搬状況 ・バブルカーテンの設置 

・ハイドロサウンドダンパーの設置 
工事中の水の濁りの拡散状況 ・汚濁防止フェンスの設置 

・潮時や流向を踏まえた工事時間帯の調整 
稼働中の水中音の伝搬状況 ― 
稼働中のバード・バットストライクの発生状況 ・ブレードやタワー等への着色 

・カットイン風速の調整 
・カメラ等によるモニタリングと連動した稼働調整 

工事中及び稼働中の事業サイトの海生哺乳類の生
息状況の変化 

・杭打ち時のソフトスタートの実施（逃避・回避行動
を促す） 

稼働中の風力発電設備への付着生物等の状況 ・付着生物等に配慮した洗堀防止工等への多孔質
素材や構造の採用等 

 

＜コラム：事後調査報告書におけるモニタリングの結果の取りまとめの考え方＞ 
個別事業におけるモニタリングの結果は、まずは事前の環境影響評価における予測の結果と比較する。 
また、事業の実施に伴う直接的な環境影響（変化）に着目して、客観的な事実として整理する。 
事後調査報告書の取りまとめに当たっては、必要に応じて専門家の助言を受けること等の方法により客観的 
かつ科学的な検討を行う。 
 

モニタリングの項目 取りまとめの一例 
工事中の騒音（打設音）の伝搬状況 ・事前の環境影響評価における予測の結果と比較する。 

・環境保全措置の効果について検証する。 工事中の水中音の伝搬状況 
工事中の水の濁りの拡散状況 
稼働中の水中音の伝搬状況 
稼働中のバード・バットストライクの発生
状況 

・風力発電設備の稼働に伴うバード・バットストライクの発生に関す
る事実を整理する。 

・事前に確認された種のバート・バットストライクの実態を整理する。 
工事中及び稼働中の事業サイトの海生
哺乳類の生息状況の変化 

・杭打ち工事や風力発電設備の稼働に伴う海生哺乳類の生息
状況の変化に関する事実を整理する。 

稼働中の風力発電設備への付着生物
等の状況 

・構造物の設置前後の生物相や生物量（被度・群度）を比較
する。 

※広域的・累積的な影響や、環境の変化に伴う生息状況の変化については、モニタリングデータの蓄積に応じて
国が分析・評価する。 
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【国によるモニタリングデータの活用】 

 国は、モニタリングデータを一元的に管理し、データの蓄積に応じて分析を行い、以下の取組を進める。 

 短期的には、国が一定期間ごとに、モニタリングの結果を含む事後調査報告書に関するファクト
レポート※を作成し、洋上風力発電に関する環境影響を整理・公表し、理解醸成を図る。 

※ファクトレポート：事業者により公表された結果を活用して環境影響の実態を整理するものであり、事業者が作
成・公表する事後調査報告書のレビューを想定している。なお、事業者から提供されたモニタリン
グデータを分析した内容は含まない。 

 中期的には、国が蓄積されたモニタリングデータを分析し、環境保全措置の効果の検証や、環
境影響評価の予測精度の向上、評価項目の合理化の考え方を整理するとともに、必要に応じ
てモニタリングガイドラインの見直し等を行う。 

 長期的には、国が広域的・累積的な影響等について検証するとともに、洋上風力発電の導入
促進に当たり、立地選定に当たっての適正な環境配慮の実現を目指す。 

 モニタリングの項目ごとの、国による分析の具体的な内容のイメージは以下の表を想定している。 

モニタリングの項目 国による分析等の具体的な内容のイメージ 

工事中の騒音（打設音）の
伝搬状況 

・建設機械の種類や出力規模に応じた騒音（打設音）の伝搬状況の整
理 

工事中の水中音の伝搬状況 ・建設機械の種類や出力規模に応じた工事中の水中音の伝搬状況の整理 
・海域の特性に応じた水中音の伝搬特性の分析 

工事中の水の濁りの拡散状況 ・建設機械の種類や工種、規模に応じた水の濁りの拡散状況の整理 
・底質の特性に応じた水の濁りの拡散特性の分析 

稼働中の水中音の伝搬状況 ・基礎形式や出力規模に応じた稼働中の水中音の伝搬状況の整理 
・海域の風力発電設備以外の音環境の分析 

稼働中のバード・バットストライク
の発生状況 

・バード・バットストライクが生じやすい種や環境の条件、海域の特性等の検
証 

・観測機器により取得された画像、映像、鳴音のライブラリ作成、及び精度の
高い種判別等の手法の確立に向けた検討 

工事中及び稼働中の事業サイ
トの海生哺乳類の生息状況の
変化 

・工事中の水中音による忌避行動等が生じやすい種や環境の条件、海域の
特性等の検証 

・稼働中の水中音による海生哺乳類の分布や行動等の変化に関する検証 
・観測機器により取得された鳴音のライブラリ作成、及び精度の高い種判別
等の手法の確立に向けた検討 

稼働中の風力発電設備への
付着生物等の状況 

・基礎形式や海域の特性に応じた新たな生物相の形成プロセスの検証 
・観測機器により取得された画像・映像のライブラリ作成、及び精度の高い種
判別、被覆度の自動解析等の手法の確立に向けた検討 

  



 

29 

3-2 モニタリングデータの提供 
 

 国によるモニタリングデータの活用は、環境影響評価の予測の不確実性の解消や、環境への影響の
おそれの小さい評価項目の特定等による環境影響評価の合理化や環境影響に関する理解促進に
つながる。 

 このことを踏まえ、洋上風力発電による総体的な環境負荷の低減のために、事業者は国にモニタリン
グデータのほか、モニタリングデータの分析に必要となる基礎データを提供する等の協力を行う。 

 事業者がモニタリングデータ及び基礎データを国に提供するに当たっては、データの取扱いに関するルー
ルを以下のとおり定める。 

 データの利用は、洋上風力発電事業の環境影響に関する科学的知見を拡充させ、より適正に
後続事業の環境配慮を確保していくために国が必要な範囲のみに用いることとする。以下の表
に整理したモニタリングデータを国に提供する。 

 モニタリングデータは、工事中のモニタリングと稼働中のモニタリングが完了した段階において、それ
ぞれ提供する。 

 国は、今後、専門家の意見を踏まえ、モニタリングデータの分析を実施する。 

 国がモニタリングデータの分析による成果を公表する際には、事業や事業者が特定されることによ
る事業者の不利益が生じないよう配慮し、あらかじめ承諾を得る。 

 データの取扱いに関する詳細事項は、データの提供時に国と事業者の間で取り決める。 

 提出するデータ様式は、個別事業の実態も踏まえて、当面の間は国と事業者で調整する。 

モニタリングの項目 事業者が提供するモニタリングデータの内容 
工事中の騒音（打設音）の伝搬状況 事業者が取りまとめる事後調査報告書の作成の際

に整理したそれぞれの実測値を、測定地点や測定
日時などの情報と紐づけした一次処理データ 
（以下、「一次処理データ」と表記） 

工事中の水中音の伝搬状況 
工事中の水の濁りの拡散状況 

稼働中の水中音の伝搬状況 一次処理データ＋取得された音響データ（生デー
タ） 

稼働中のバード・バットストライクの発生状況 一次処理データ＋取得された画像、映像、音響デ
ータのうち、バード・バットストライクについて取得された
データ（生データ） 

工事中及び稼働中の事業サイトの海生哺乳類の生
息状況の変化 

一次処理データ＋取得された音響データ（生デー
タ） 

稼働中の風力発電設備への付着生物等の状況 一次処理データ＋取得された画像・映像データ（生
データ） 
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（参考）モニタリングデータの分析に必要な基礎データのイメージ 
モニタリングデータの分析に必要な基礎データとして、事業者が事後調査報告書をとりまとめる際に、モニタリン

グで取得した実測値を測定地点や測定時間などの情報と紐づけしたデータを想定する。一例として、工事中の
水中音の伝搬状況のモニタリングにおける基礎データは、以下の表のように整理される。 

 
工事中の水中音の伝搬状況の 
モニタリングにおける基礎データ 事業者が提供する基礎データ（例） 

杭打ち地点の水深及び海底地質 ・水深は、区域の等深線と杭打ち地点（緯度・経
度）が確認できるもの 

・海底地質は、杭打ち地点の海底地形の地質柱状
図（ボーリングデータ等）と杭打ち深度 

杭打ち工事の全体工程表（工事スケジュール） 
建設機械の諸元（機種、出力、規模、打設間隔
等） 
杭（モノパイル・鋼管）の直径・材質等の諸元 

・杭打ち工事の実施期間、時間帯 
・建設機械の諸元（機種、出力、規模、打設間隔
等） 

・杭（モノパイル・鋼管）の直径・材質等の諸元 
風向・風速等の気象の情報、波浪等の海象の情報
（施工管理や安全管理等で観測している結果を活
用する。） 

・工事中の水中音のモニタリング期間において、施工
管理や安全管理等で一般に観測している気象・海
象のデータ 

環境保全措置の実施内容とその諸元 ・ソフトスタート：開始時の出力や出力 100％にす
るまでの時間 

・バブルカーテン：カタログスペック、設置位置（平面
図）、稼働状況等 
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「洋上風力発電におけるモニタリング等に関する検討会」概要 

１．洋上風力発電におけるモニタリング等に関する検討会 委員等名簿 
【委 員】 五十音順（敬称略） 
 赤松 友成 早稲田大学 ナノ・ライフ創新研究機構 研究院教授 
 阿部 聖哉 一般財団法人 電力中央研究所 副研究参事 
 飯田 誠  東京大学 先端科学技術研究センター 特任准教授 
 浦 達也  公益財団法人 日本野鳥の会 自然保護室 主任研究員 
 加藤 学  一般社団法人 再生可能エネルギー長期安定電源推進協会 洋上風力委員会 委員長 
 塩原 泰  一般社団法人 海洋産業研究・振興協会 事務局長 兼 研究部長 
 島 隆夫  公益財団法人 海洋生物環境研究所 中央研究所 海洋生物グループ 研究専門役・主幹研究員 
 関島 恒夫 新潟大学 農学部 農学科 教授 
 田中 充（座長） 法政大学 名誉教授 
 原田 文代 株式会社 日本政策投資銀行 常務執行役員 
 若松 伸彦 公益財団法人 日本自然保護協会 保護・教育部 保護チーム 室長 
 
【事務局】 
 環境省 大臣官房 環境影響評価課 
 経済産業省 大臣官房 産業保安・安全グループ 電力安全課 
 
【関係省庁】 
 国土交通省 港湾局 海洋・環境課 海洋利用開発室 
 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課 風力政策室 
 
２．洋上風力発電所に係る環境影響評価技術手法に関する検討会 開催概要 

 開催年月日 主な議題 

第 1 回 令和 6 年 7 月 30 日 

（１）洋上風力発電におけるモニタリング等に関する検討会開催要綱（案）
について 

（２）検討の背景と今後の検討方針について 
（３）モニタリング等に関する基本的な考え方について 
（４）想定されるモニタリング項目について 

第 2 回 令和 6 年 10 月 28 日 （１）事業者が行うモニタリング等の内容について 

第 3 回 令和７年１月 30 日 
（１）事業者が行うモニタリング等の内容（修正案）について 
（２）モニタリングデータの取扱い及びモニタリング結果の活用について 

第 4 回 令和７年 3 月 14 日 （１）洋上風力発電におけるモニタリングガイドライン（案）について 
 


